
書式第 12号 (法第 28条関係)

事業名

事業費の

金  額
(円 )

事業内容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事

者の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

不特定多数

(社会基盤施

設管理者、建

設産業関係

者、教育機関

関係者など)

2,220,161

持続可能な社

会基盤 に関す

る研究事業

「インフラ施設の長寿命化」

の一環として,コ ンクリー ト

膨張材の効果についての研究

を実施 した。また,欧州生コン

クリー ト連盟主催のコングレ

スに出席 し,最近の動向につ
いて情報収集 した。

「建設産業の産業構造転換支

援」の一環として,建設業のオ

ープン・ イノベーションにつ

いての研究を実施 した。その

成果を関西橋梁構造委員会等

で報告 した。

通年 事務所 51

学術機 関への

研究助成事業 今年度は実施していない 未定
＾
Ｕ

機 関誌 の発刊

による情報提

供事業

機関紙は発刊できていない

が,月 刊誌セメン ト・コンクリ

ー トに 「欧州コンクリー ト界

の新しい動向」を提供した。

通 年

不特定多数

(社会基盤施

設管理者、建

設産業関係

者、教育機関

関係者など)

管理費

に含む
Webサ ービス
による情報提

供事業

日本版サスティナブル・コ

ンス トラクション普及活動の

一環 として,サスティナプル
通信をHP上に掲載している。

通年

事務所

平成 30年度  事業報告書
平成30年 4月 1日から平成31年 3月 31日まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

1 事業の成果

日本版サスティナブル・コンス トラクションを確立し、持続可能な社会を実現するために①安心して
生活できる社会基盤を創 り上げる、②社会基盤を長く決適に利用できるよう長寿命化する、③建設事業
の環境負荷低減を推進する、④建設産業の産業構造転換を支援する、ことをミッションとしている。
本年度は、これまでの「持続可能な社会基盤に関する研究事業」に加えて、プレス トレス ト・コンクリ
ー ト事業者からの依頼による施工技術のスキルアップ指導及び化学素材メーカーからの依頼による顧客
である建設産業がどんな製品を求めているのかマーケティング及び商品開発の支援を行った。
施工技術のスキルアップは,施工中の初期欠陥を減らすことでインフラ施設の長寿命化につながる。
また,建設事業のマーケティングからインフラ施設の維持管理分野及び環境分野に寄与する「保水性舗
装」の新しい材料を提案した。いずれも当法人のミッションを実現することにつながる。
サービス体制が整っていないため,学術機関への研究助成事業など実施できていない事業もある。次
年度以降に実施の予定である。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業



持続可能 な社

会基盤 に関す

る講演会事業

今年度は実施していない 未 定 ｎ

）

富士ピー・ェスからの依頼で

高耐久性 PC構造物にするた
めの技術支援を実施。今年度

は,大夫興野 IC橋 (箱桁方式

PCポータルラーメン橋),気
仙沼風越地区跨道橋 (ポス ト

テンション方式単純コンポ桁

他)の現地検討会を実施した。

H30年 4
月

H31年 3
月

事務所

依頼者現場
36 829,480

「日本版サ ス

ティナブル・コ

ンス トラクシ

ョン」に寄与す

る技術への支

援事業

高吸水性樹脂の トップメーカ

ーである鱒日本触媒からの依

頼で,建設産業にどのような

商品を提供すればよいかにつ

いて,マーケティングを実施
している。今年度は,主 として

セメント系固化材の将来性 ,

吸水性ポリマーを利用した環

境に優 しい保水性舗装につい

て検討を行った。

H30年 4
月

H31年 3
月

事務所

依頼者事業所
32

事業依頼者

施設管理者

建設産業

729,418

(2)そ の他事業

事 業 名 事 業 内 容
実 施
日 時

実 施
場 所

従事者

の人数

事業の

金 額
(千円)

建設資材の物品販売 ,

仲介事業
今年度は実施 していない 0 0

建設関連 コンサルティ

ング事業
今年度は実施 していない 0 0
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平成30年度 活動計算書

平成 30年 4月 1日 から平成 31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会
(単位 :円 )

科 目
特定非営利活動に
係  る 事 業 その他の事業 合計計

魃|で1
:1瘍評価益
::炸
]詔翻への応用

5ζ鮮鬱盃
Ⅱl[ま
:;:1::当

,75ロイ市費用り∫扁」
ロ乙`′

::|]i言

[1

憂房花程費計
事業妻計
2ξ
;〕3:彗

単ィァ評価費用
颯
轟][_
`′

色[1計
経暉番目1増減額
I」「

:][::言
堡監悪彗璽窺
ヨ含段馨≡屡蘇菫籟

0

0

0

0

0

1,200,000
2,790,000

1,296,000
874,800

49

0

0

0

0

1,200,000
2,790,000

1,296,000
874,800

49

0

6,160,849 6.160.849

0
918,000

0 0

918,000
918.000 918.000

239,757
500,518
184,492
211,860
0

0
500.432

0
0
0
0
0
0
0

239,757
500,518
184,492
211,860
0

0

500,432
1.302.161 1.302.161
2.220.161 2.220.161

648
0
000

0 0

648,000
648.000 648.000

31,724
0

25,784
1,200,000

0
0

93,744
0

0
0
0
0

0

0

0

0

31,724
0

25,784
1,200,000

0
0

93,744
0

1.351.252 1.351.252
1.999.252 1,999,252
5.778.311 5,778.311
382,538 382.538

382.538 382,538
0

5,621.379
6.003.917



書式第 15号 (法第28条関係)

平成30年度 貸借対照表

平成 31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

6,003,917

0

6,003,917

6 917

ｎ

）

ｎ

〉

5,621,379

382,538

6,003,917

6,003,917



書式第16号 (法第28条関係)

技術開発等べの技術支援

科 日

持続可能な

社会基盤の

研究

機関誌の発刊

及びⅦわによ

る情報提供

施工のスキルア

ップ支援による

長寿命化

高吸水性樹脂等

の応用による長

寿命化

事業部門計 管理部門 合 計

0

1,348,αЮ

l,XЮ,αЮ

64∝Ю

0

0

0

0

3,990.∝Ю

l,2Ю ,ⅨЮ

2,7(Ю ,∝Ю

0

2170,8Ю

49

0

91■000

0

9130Ю0

0

0

0

０

０

０

０

０

０

０

0

“

&0∞

0

“

30m
0

l,創6,αЮ

0

0

57QOЮ0

0

57Q∝Ю

0

874,8∞

0

0

2142αЮ

0

2142,αЮ

0

2,17Q8Ю0

0

I経 常収益
1.受取会費
2.受取寄付金

施設等受取評価益

ざラ″ィア受入評価益

3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計 91■αЮ 1,944・αЮ 1,450,&Ю 43128Ю 0 1,38,αЮ 6,160,849

0

2,790,CЮ 0

■ 経常費用
(0 人件費

給料手当

ホ・ランテ″評価費用

0

91■000

ｎ
）

ハ
Ｕ

ｎ

）

“

aαЮ

ｎ

）

57Q(X〕Ю)

0

2,142,000

0

“

8,(XЮ

648,圃 576,aЮ0 2,142,αЮ

“

8,αЮ 2,790,OЮ 0人件費計 91■ IЮ0 ｎ

）

2(D,757

500,518

184,492

211,800

② その他経費

会議費

交通費・出張費

原稿執筆料

委員会等参加費

239,757

165,620

184,492

211,860

０

０

０

０

ｎ
）

（
υ

ｎ

）

18■ .480

0

153,418

0

0

239,757

500,518

184,492

211,3〕D

０

０

０

０

平成30年度 計算書類の注記

平成30年 4月 1日から平成31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (“10年 7月 20日 2011年 11月
"日
一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は「3.施設の
提供等の物的サービスの受け入れの内訳」に記載しています。

(2)ボランティアによる役務の提供を受けた場合の会計処理

ボランティアによる役務の受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は

アによる役務の受け入れの内訳」に記載しています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

「 3 ボランティ

2.事券錫I」損益の状況



減価償却費

印刷製本費

書籍購入費

通信運搬費

レンタルサーバー

施設等評価費用

消耗品費

その他

０

０

０

０

０

０

０

500,432

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

0

0

0

0

0

0

0

500,432

0

0

0

%,784

93,744

1,ДЮ,αЮ

31,724

0

0

0

0

25,784

9■744

1,2Ю ,ⅨЮ

31,724

国Ю,82

その他経費計 1,32,Ю l ｎ

） 181.400 1田,418 1,(〕37,()59 1,3t,il,2(,2 2,988,311

経常費用計 2"0,161 ｎ

） 8",4Ю 729,418 3,779,∞ 9 1,9D,252 ,77■311

当期経常増減額 ▲1,302161 1,114521) 72■382 533,Zl ▲151,203 鉗2,5“

3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

4.活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務の提供の内訳

内容 金額 算定方法

研究及び調査員

155人
2,■Ю,∝Ю円

単価は当法人の規定に従つて、18,αЮ円/人・日であることに準じていま

九

その他、「使途等が制約された寄付金」、「固定資産」、「役員及び近親者との取引」、「その他特定非営利活動法人の資産、負債

及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明ら力ヽこするために必要な:中員|については、発生していません。

内容 金額 算定方法

法人事務所の無償利用 1,2Ю ,αЮ円
事務所の所在地である赤坂周辺で同規模のレンタルオフィスを借りるとほ

ぼ10万円/月 であることに準じています。



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成30年度 財産目録

平成 31年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

(単位 :円 )

科
日
【 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

技術開発支援事業

流 動 資 産 合 計
2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

パソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計
2 固定負債
長期借入金

銀行借入金

個人からの借入金

固 定 負 債 合 計

負

　

正

債
　
　
味

合

　

財

計

　

産

-10,622

6,014,539

ｎ
）

ｎ
）

〈
υ

6,003,917

〈
υ

6,003,917

ｎ

〉

（
υ

ｎ
〉

（
υ

ｎ

〉

6,003,917



書式第 13号

平成30年度 役員名簿及び
役員のうち報酬を受けたことがある者の名簿

平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 辻 幸和
平成30年4月 1日

平成31年3月 31日

無報酬

理事 横沢 和夫
平成30年4月 1日

平成31年3月 31日

無報酬

理事 安藤 哲也
平成30年4月 1日

平成31年3月 31日

無報酬

理事 平野 陽三
平成30年4月 1日

平成31年3月 31日

無報酬

監事 万木 正弘
平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

無報酬



書式第 3号 (法第 29条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 天野 光一

2 安藤 哲也

3 小山 純子

4 勝又 正治

5 辻 幸和

6 平野 陽三

7 福手 勤

8 安田 登

9 万木 正弘

10 横沢 和夫

11




